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７月に発生した九州北部豪雨災害においては、土砂災害などにより甚大な被害が生じたこ

となどから、森林環境の保全が、地球温暖化対策や地域活性化に資することはもとより、近

年頻発している集中豪雨による土砂災害の未然防止や緩和など、防災面で重要な役割を果た

すことに、改めて気付かされることとなった。 

森林大国である我が国の資源を最大限に活用し、森林の多面的な機能を持続的に発揮する

ため、木質バイオマスの活用を促進することは、地産地消型の分散型自然エネルギーの普及

拡大に資することはもとより、間伐材の搬出促進など森林の適切な整備につながり、ひいて

は、林業を支える担い手の長期的な育成につながる施策として、また、災害時にも強い強靭

なまちづくりを進めて行く観点からも一層注力していくべき課題として捉えなければなら

ない。 

そのため、国においては、木質バイオマスの利用拡大への支援をより重点的に行わなけれ

ばならない緊急性が高まっていると認識すべきである。 

そこで、我々「指定都市 自然エネルギー協議会」は、これらの課題に適切に対応し、地

域特性も踏まえ、地産地消の分散型エネルギーである自然エネルギーを普及拡大させるため、

次のとおり緊急提言を行う。 

 

１ 未利用木材の収集システムの構築をはじめ、木質バイオマスボイラーやチップ製造施設

等のバイオマス関連施設整備、高効率機械の開発及び導入、バイオマス発電に伴って発生

する熱の利用、さらには、地産地消型の小規模な木質バイオマス発電所でも事業が成り立

つように、木質バイオマスに対する財政的、技術的支援制度を早急に構築すること。 

 

２ 自然エネルギーの普及拡大に大きく貢献している固定価格買取制度（ＦＩＴ）に   

ついて、更なる木質バイオマス利用の促進のため、零細規模の発電事業に対応する買取区

分の細分化や、地域産の燃料を使用したバイオマスに対して特段の配慮をもって買取価格

を設定するなどの改善に努めること。 



 

３ 木質バイオマスエネルギーの利用をより一層普及拡大していくため、現在検討が進めら

れている森林環境税（仮称）の財源を木質バイオマスエネルギーの利用拡大につながる取

組に活用するなど、自然エネルギーの導入に資する財源の確保に努めること。 
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